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１．はじめに 

東北電力（株）（以下，「事業者」という。）は，女川原子力発電所 2号機のデジタル安全保

護回路のソフトウェア共通要因故障緩和対策（以下，「デジタル CCF 対策」という。）に係る

安全対策に関して，技術要件書※1 の「5．手順書の整備と教育及び訓練の実施」の各要求

内容に整合しているかの確認を行い，2024年 2月 8日に「女川原子力発電所 2号機 デジ

タル安全保護回路のソフトウェア共通要因故障緩和対策に関する要件整合報告書（手順書）

（以下，「要件整合報告書（手順書）」という。）」を ATENAに提出した。 

ATENA は，受領した要件整合報告書（手順書）の確認を行い，確認結果を本要件整合

確認書として取りまとめた。 

 

※1 原子力発電所におけるデジタル安全保護回路のソフトウェア共通要因故障緩和対策

に関する技術要件書（ATENA 20-ME05 Rev.1） 

 

２．確認方法 

（１）「5.1 手順書の整備」 

技術要件書「5.1 手順書の整備」においては，多様化設備を設置する場合に，多様

化設備を用いた手順書を整備することを要求している。 

一方，女川原子力発電所 2号機について，事業者は，2024年 2月 8日に ATENAに提

出した「女川原子力発電所２号機 デジタル安全保護回路のソフトウェア共通要因故障緩和

対策に関する要件整合報告書（詳細設計）（以下，「要件整合報告書（詳細設計）」という。）」

において，有効性評価結果により多様化設備の設置が不要であるとの確認結果を報告

している。ATENAも，その確認結果を妥当と判断した。 

したがって，女川原子力発電所 2 号機については，多様化設備の設置及びそれに伴う

多様化設備を用いた手順書の整備は不要である。 

なお，事業者は，要件整合報告書（手順書）において，ソフトウェア CCF を考慮すべき

以下の事象に対して，その原因がソフトウェア CCF と認知できずとも，現行の運転手順書に

て，ソフトウェア CCF の影響を受けない他の計器や警報を監視することにより異常の発生を

認知し，必要な運転操作が可能であるとの確認結果を報告している。 

 

【運転時の異常な過渡変化】 

・原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き 

・出力運転中の制御棒の異常な引き抜き 

・給水加熱喪失 

・原子炉冷却材流量制御系の誤動作 

【設計基準事故】 

・制御棒落下（反応度の異常な投入又は原子炉出力の急激な変化） 

・制御棒落下（環境への放射性物質の異常な放出） 

・燃料集合体の落下 
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ATENA は，上記の事業者の確認結果のとおり，事象収束に必要な運転操作が可能であ

るかどうかについて，要件整合報告書（手順書）及び現行の整備されている手順書により確

認する。 

 

（２）「5.2 教育及び訓練の実施」 

ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対して，現行の整備されている手順書に従い的

確な対処をするために必要な力量を付与させるための教育及び訓練を，その対象者及び

実施頻度を含め適切に計画し，実施することが規定されていることを確認する。 

 

（３）確認体制及び確認フロー 

今回の要件整合確認における確認体制及び確認フローについて添付資料 1に示す。 

 

３．要件整合確認結果 

(1)「5.1 手順書の整備」 

ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対して，その原因がソフトウェア CCF と認知でき

ずとも，現行の整備されている手順書にて事象収束に必要な運転操作が可能であること

を，要件整合報告書（手順書）及び表 1に示すエビデンス（手順に係る規定文書）により以

下のとおり確認した。 

なお，ソフトウェア CCF の影響を受ける評価事象に対する異常の認知手段と対応操作

手順書について表 2に示す。 

✓ ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対して，ソフトウェア CCF の影響を受けない

他の計器や警報を監視することにより異常の発生を認知できることを確認した。 

✓ ソフトウェア CCFの影響を受けない他の計器や警報として，要件整合報告書（詳細

設計）において，ソフトウェア CCF を想定する安全保護回路のデジタル部の範囲と

して特定された以下の信号を使用していないことを確認した。 

【原子炉スクラム】 

・中性子束高（平均出力領域モニタ） 

・中間領域における原子炉周期短（起動領域モニタ） 

・中性子束計装動作不能（起動領域モニタ及び平均出力領域モニタ） 

・主蒸気管放射能高 

【主蒸気隔離弁閉鎖】 

・主蒸気管放射能高 

・主蒸気管トンネル温度高 

【非常用ガス処理系の起動】 

・原子炉建屋原子炉棟放射能高 

・燃料取替エリア放射能高 
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✓ ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対して，その原因がソフトウェア CCF と認知

できずとも，異常の発生を認知した場合には，現行の整備されている手順書にて，

事象収束に必要な運転操作が可能であることを確認した。 

 

以上のことから，ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対して，その原因がソフトウェア

CCF と認知できずとも，現行の整備されている手順書にて，ソフトウェア CCF の影響を受

けない他の計器や警報を監視することにより異常の発生を認知し，事象収束に必要な運

転操作が可能であることを確認した。 

 

表 1 エビデンス（手順に係る規定文書） 

規定文書 添付資料番号 

女川原子力発電所２号機 第８編 警報処置運転手順書１ 

計算機熱出力監視警報 

原子炉水位高/低(L-7/L-4) 

制御棒ドリフト 

燃料交換エリア放射能高 

添付資料 2 

女川原子力発電所２号機 第８編 警報処置運転手順書２ 

高圧第 1給水加熱器(A)水位高/低 

排ガス予冷器出口放射能高 

女川原子力発電所２号機 第２編 原子炉設備運転手順書 

制御棒挿入通常操作 

主制御器手動操作 

女川原子力発電所２号機 第１１編 非常時操作手順書（イベントベース） 

再循環速度制御異常 

負荷運転中における制御棒落下事故 

排ガス放射線モニタ異常上昇(燃料リーク) 

燃料落下 

女川原子力発電所２号機 第１２編 非常時操作手順書（徴候ベース） 

｢スクラム｣(RC) 

 

  



4 

表2 ソフトウェアCCFの影響を受ける評価事象に対する異常の認知手段と対応操作手順書（1/2） 

評価事象 
異常の認知手段※2 

対応操作手順書 
計器 警報 

運

転

時

の

異

常

な

過

渡

変

化 

原子炉起動時におけ

る制御棒の異常な引

き抜き 

・制御棒の操作 

制御棒操作は制御棒の操作を行う

運転員の他に少なくとも１名の運転

員を配置し実施しており，異常に気

付きすみやかな制御棒の挿入が期

待できる。 

制御棒操作時は，制御棒位置表示

を確認するため，異常な引抜きが

発生した場合は，当該制御棒の目

標となる制御棒位置と異なることか

ら，速やかに認知可能である。 

― 

【原子炉設備運転手順書】 

・制御棒挿入通常操作 

【非常時操作手順書（徴候

ベース）】 

・「スクラム」（RC） 

出力運転中の制御

棒の異常な引き抜き 

・制御棒の操作 

制御棒操作は制御棒の操作を行う

運転員の他に少なくとも１名の運転

員を配置し実施しており，異常に気

付きすみやかな制御棒の挿入が期

待できる。 

制御棒操作時は，制御棒位置表示

を確認するため，異常な引抜きが

発生した場合は，当該制御棒の目

標となる制御棒位置と異なることか

ら，速やかに認知可能である。 

・原子炉熱出力※3 

・計算機熱出力監

視警報 

 

【警報処置運転手順書】 

・計算機熱出力監視警報 

【原子炉設備運転手順書】 

・制御棒挿入通常操作 

【非常時操作手順書（徴候

ベース）】 

・「スクラム」（RC） 

給水加熱喪失 

・原子炉圧力 

・原子炉水位 

・主蒸気流量 

・給水流量 

・給水温度 

・発電機出力 

・原子炉熱出力※3 

・高圧第 1給水加熱

器(A)水位高/低 

・計算機熱出力監

視警報 

 

【警報処置運転手順書】 

・高圧第 1 給水加熱器(A)

水位高/低 

・計算機熱出力監視警報 

【原子炉設備運転手順書】 

・制御棒挿入通常操作 

・主制御器手動操作 

【非常時操作手順書（徴候

ベース）】 

・「スクラム」（RC） 

原子炉冷却材流量

制御系の誤動作 

・原子炉圧力 

・原子炉水位 

・主蒸気流量 

・給水流量 

・発電機出力 

・原子炉熱出力※3および炉心流量 

・原子炉水位高/低

(L-7/L-4) 

・計算機熱出力監

視警報 

 

【警報処置運転手順書】 

・原子炉水位高／低（L-

7/L-4） 

・計算機熱出力監視警報 

【非常時操作手順書（イベ

ントベース）】 

・再循環速度制御異常 

【非常時操作手順書（徴候

ベース）】 

・「スクラム」（RC） 

※2 ソフトウェアCCFの影響を受けない。 

※3 原子力熱出力は，流体（冷却材，蒸気）の質量およびその熱量の流出入からヒートバランスを計算しており，核計装信

号は使用していないため，ソフトウェアCCFの影響を受けない。  
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表2 ソフトウェアCCFの影響を受ける評価事象に対する異常の認知手段と対応操作手順書（2/2） 

評価事象 
異常の認知手段※2 

対応操作手順書 
計器 警報 

設

計

基

準

事

故 

制御棒

落下 

 

反応度の異常

な投入又は原

子炉出力の急

激な変化 
・制御棒位置表示 

・原子炉圧力 

・原子炉水位 

・空気エゼクタオフガス放射線モ

ニタ（排ガス予冷器出口） 

 

・制御棒ドリフト 

・排ガス予冷器出

口放射能高 

 

【警報処置運転手順書】 

・制御棒ドリフト 

・排ガス予冷器出口放射能高 

【非常時操作手順書（イベント

ベース）】 

・負荷運転中における制御棒

落下事故 

・排ガス放射線モニタ異常上

昇(燃料リーク) 

【非常時操作手順書（徴候ベ

ース）】 

・「スクラム」（RC） 

環境への放射

性物質の異常

な放出 

燃料集合体の落下 

・エリア放射線モニタ 

・スタック放射線モニタ 

・ダスト放射線モニタ 

 

・燃料交換エリア

放射能高 

 

【警報処置運転手順書】 

・燃料交換エリア放射能高 

【非常時操作手順書（イベント

ベース）】 

・燃料落下 

※2 ソフトウェアCCFの影響を受けない。 

 

（２）「5.2 教育及び訓練の実施」について 

ソフトウェアCCFを考慮すべき事象に対して，現行の整備されている手順書に従い的確

な対処をするために必要な力量を付与させるための教育及び訓練の実施について，要件

整合報告書（手順書）及び表3に示すエビデンス（教育訓練に係る規定文書）により，以下

のとおり確認した。 

✓ 運転員の教育・訓練の計画を定めた「運転員の教育訓練の手引き」の学習計画

（直内教育）及び教育実施報告書に，「デジタル安全保護回路のソフトウェア CCF

に関する教育」が追加されていることを確認した。 

✓ 運転操作における基本的な一般事項を定めた「運転操作の基本事項に関する手

引き」 に，ソフトウェア CCF に関する運転操作の基本事項及び教育資料が追加さ

れていることを確認した。 

✓ 運転員には，現行の整備されている手順書に従い的確な対処をするための力量を

付与（運転員の認定）することが，「原子力発電所運転員の教育・訓練要領」に定め

られていることから，新たに力量を付与させるための教育及び訓練は不要であるこ

とを確認した。 
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表 3 エビデンス（教育訓練に係る規定文書） 

規定文書 添付資料番号 

原子力発電所運転員の教育・訓練要領 

添付資料 2 運転員の教育訓練の手引き 

運転操作の基本事項に関する手引き 

 

以上のことから，ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対して，現行の整備されている

手順書に従い的確な対処をするために必要な教育を，その対象者及び実施頻度を含め

適切に計画し，実施することが規定文書に定められていることを確認した。 

技術要件書「5.1 手順書の整備」及び「5.2 教育及び訓練の実施」の要求内容に対

する要件整合性の確認結果については表 4に示す。 

 

４．まとめ 

女川原子力発電所 2号機の要件整合報告書（手順書）は，技術要件書の「5．手順書の

整備と教育及び訓練の実施」の各要求内容に対して全て整合していることを確認した。 

また，ソフトウェア CCFを考慮すべき事象に対して，その原因がソフトウェア CCF と認知

できずとも，ソフトウェア CCFの影響を受けない他の計器や警報を監視することにより異常

の発生を認知し，それに対して現行の整備されている運転手順書にて事象収束に必要な

運転操作が可能であることを確認した。 

なお，新たな手順書の整備は不要であることから，新たに力量を付与させるための教育

及び訓練は不要であるが，デジタル化に伴うソフトウェア CCFの知見は重要であるため，教

育（対象者， 実施頻度含む）を適切に計画・実施することが規定文書に定められていること

を確認した。 

 

５．添付資料 

添付資料 1 要件整合確認における確認体制及び確認フロー 

添付資料 2 女川原子力発電所 2号機 要件整合報告書（手順書） 添付資料（抜粋） 



表 4 デジタル安全保護回路のソフトウェア共通要因故障緩和対策に関する要件整合確認結果 

【対象：女川原子力発電所 2号機（手順書）】 
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ATENA技術要件書 
事業者の要件整合報告の内容 

ATENAによる要件整合確認結果 
記載内容（概要） 

要件整合性 
規定文書 

要求内容 判定 理由 

5.1 手順書の整備  

運転時の異常な過渡変化又は設計基

準事故が発生した際に，デジタル安全

保護回路の安全機能の喪失によって，

原子炉停止系統及び工学的安全系施

設が自動作動していないことを運転員

が認知した場合に，その要因がソフトウ

ェア CCFの重畳によることを判断した

上で，必要な運転操作を実施し，判断

基準を概ね満足した状態で事象を収束

することができるための手順書を整備す

ること。 

要件整合報告書（詳細設計）において，ソフ

トウェアCCF を考慮すべき事象として有効性

評価の評価対象とした７事象に対して，その

原因がソフトウェアCCFと認知できずとも，ソ

フトウェアCCFの影響を受けない他の計器や

警報により何らかの異常の発生を認知し，以

下の現行の運転手順書にて必要な運転操

作を行う。 

１． 警報処置運転手順書 

２． 原子炉設備運転手順書 

３． 非常時操作手順書（イベントベース） 

４． 非常時操作手順書（徴候ベース） 

 

 

〇 

要件整合報告書（詳細設計）において，

以下のとおり多様化設備の設置は不要で

あることを確認している。 

・女川原子力発電所２号機において考

慮すべきデジタル安全保護回路のソフ

トウェア CCF 事象は７事象となるが，

BWR5 の包絡性を持たせた ABWR 代

表プラントの解析結果より，多様化設

備に期待せずとも設計基準事故の判

断基準を満足することを確認したことか

ら，多様化設備の設置は不要とする。 

 

また，運転時の異常な過渡変化又は設

計基準事故とソフトウェア CCF の重畳が

発生し，デジタル安全保護回路が機能喪

失した場合において，その原因がソフトウ

ェア CCF と認知できずとも，ソフトウェア

CCF の影響を受けない他の計器や警報

により何らかの異常の発生を認知し，現

行の運転手順書にて必要な運転操作が

可能である。 

 

以上のことから，手順書の整備は不要で

ある。 

 

・警報処置運転手順書 

計算機熱出力監視警報 

高圧第1給水加熱器(A)水位高/低 

原子炉水位高/低(L-7/L-4) 

制御棒ドリフト 

排ガス予冷器出口放射能高 

燃料交換エリア放射能高 

・原子炉設備運転手順書 

制御棒挿入通常操作 

主制御器手動操作 

・非常時操作手順書（イベントベース） 

再循環速度制御異常 

負荷運転中における制御棒落下事故 

排ガス放射線モニタ異常上昇(燃料リー

ク) 

燃料落下 

・非常時操作手順書（徴候ベース） 

｢スクラム｣(RC) 

 

ソフトウェア CCFを考慮すべき事象に対して，その原因が

ソフトウェアCCFと認知できずとも，現行の整備されている

手順書にて事象収束に必要な運転操作が可能であること

を，以下のとおり確認した。 

・ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対して，ソフトウェ

ア CCF の影響を受けない他の計器や警報を監視するこ

とにより異常の発生を認知できることを確認した。 

・ソフトウェア CCF の影響を受けない他の計器や警報とし

て，要件整合報告書（詳細設計）において，ソフトウェア

CCF を想定する安全保護回路のデジタル部の範囲とし

て特定された以下の信号を使用していないことを確認し

た。 

【原子炉スクラム】 

中性子束高（平均出力領域モニタ） 

中間領域における原子炉周期短（起動領域モニタ） 

中性子束計装動作不能（起動領域モニタ及び平均

出力領域モニタ） 

主蒸気管放射能高 

【主蒸気隔離弁閉鎖】 

主蒸気管放射能高 

主蒸気管トンネル温度高 

【非常用ガス処理系の起動】 

原子炉建屋原子炉棟放射能高 

燃料取替エリア放射能高 

・ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対して，その原因

がソフトウェア CCF と認知できずとも，異常の発生を認知

した場合には，現行の整備されている手順書にて，事象

収束に必要な運転操作が可能であることを確認した。 

 

以上のことから，ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対

して，その原因がソフトウェア CCF と認知できずとも，現行

の整備されている手順書にて，ソフトウェア CCF の影響を

受けない他の計器や警報を監視することにより異常の発

生を認知し，事象収束に必要な運転操作が可能であるこ

とを確認した。 

（判定記号）〇：整合性有 －：該当なし 



表 4 デジタル安全保護回路のソフトウェア共通要因故障緩和対策に関する要件整合確認結果 

【対象：女川原子力発電所 2号機（手順書）】 
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ATENA技術要件書 
事業者の要件整合報告の内容 

ATENAによる要件整合確認結果 
記載内容（概要） 

要件整合性 
規定文書 

要求内容 判定 理由 

5.2 教育及び訓練の実施      

運転員には，運転時の異常な過渡変化

又は設計基準事故とソフトウェア CCF

が重畳する事象に対して，整備された

手順書に従い的確な対処をするために

必要な力量を付与させるための教育及

び訓練を，その対象・実施頻度を含め

適切に計画し，実施すること。 

「5.1 手順書の整備」で示したとおり，運転時の

異常な過渡変化又は設計基準事故とソフトウ

ェア CCF が重畳する事象に対しては，現行の

整備されている手順書に従い的確に対処可

能であり，運転員にはその力量を付与（運転

員の認定）することを規定文書に定めている。 

なお，運転時の異常な過渡変化又は設計基

準事故とソフトウェア CCF が重畳する事象に

対して，現行の整備されている手順書に従い

的確に対処可能であり，新たな手順書の整備

は不要であることから，新たに力量を付与させ

るための教育及び訓練は不要である。ただし，

デジタル化に伴うソフトウェアCCFの知見は重

要であるため，教育（対象者， 実施頻度含む）

を実施する計画を整備した。 

〇 

運転員には，運転時の異常な過渡変化

又は設計基準事故とソフトウェアCCFが

重畳する事象に対して，現行の整備され

ている手順書に従い的確な対処をするた

めの力量が付与（運転員の認定）されて

いることを確認した。 

なお，運転時の異常な過渡変化又は設

計基準事故とソフトウェア CCF が重畳す

る事象に対して，現行の整備されている

手順書に従い的確に対処可能であり，新

たな手順書の整備は不要であることから，

新たに力量を付与させるための教育及び

訓練は不要である。ただし，デジタル化に

伴うソフトウェアCCFの知見は重要である

ため，教育（対象者， 実施頻度含む）を

適切に計画・実施することが規定文書に

定められていることを確認した。 

・原６－１－人５（原） 原子力発電所運転

員の教育・訓練要領 

・個－女－発発－１４ 運転員の教育訓

練の手引き 

・個－女－発発－３０ 運転操作の基本

事項に関する手引き 

ソフトウェアCCFを考慮すべき事象に対して，現行の整備

されている手順書に従い的確な対処をするために必要な

力量を付与させるための教育及び訓練の実施について，

以下のとおり確認した。 

・運転員の教育・訓練の計画を定めた「運転員の教育訓

練の手引き」の学習計画（直内教育）及び教育実施報告

書に，デジタル安全保護回路のソフトウェア CCF に関す

る教育が追加されていることを確認した。 

・運転操作における基本的な一般事項を定めた「運転操

作の基本事項に関する手引き」 に，ソフトウェア CCF に

関する運転操作の基本事項及び教育資料が追加されて

いることを確認した。 

・運転員には，現行の整備されている手順書に従い的確

な対処をするための力量を付与（運転員の認定）すること

が，「原子力発電所運転員の教育・訓練要領」に定めら

れていることから，新たに力量を付与させるための教育

及び訓練は不要であることを確認した。 

 

以上のことから，ソフトウェア CCF を考慮すべき事象に対

して，現行の整備されている手順書に従い的確な対処を

するために必要な教育を，その対象者及び実施頻度を含

め適切に計画し，実施することが規定文書に定められて

いることを確認した。 

（判定記号）〇：整合性有 －：該当なし 
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要件整合確認における確認体制及び確認フロー 
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要件整合確認における確認体制及び確認フロー 

 

１．確認体制 

今回の要件整合確認は，下表に示すATENA確認チームにて実施した。 

なお，ATENA 確認チームの人選にあたっては，当該プラントのデジタル CCF 対策設備

の詳細設計，有効性評価，手順書整備などに直接関わっていないことを条件に，業務経歴

をもとに力量を確認した。 

 

表 ATENA確認チーム 

 氏名 所属・役職 

責任者 ------------          原子力エネルギー協議会 技術班 部長 

担当者 ------------          原子力エネルギー協議会 運営班 副部長 

 

 

２．確認フロー 

今回の要件整合確認にあたっては，以下のフローで実施した。 

⚫ ATENA-WG（デジタル CCF-WG）にて要件整合報告書（手順書）の記載内容や様

式の検討を行い，その検討結果をもとに事業者は要件整合報告書（手順書）を取り

まとめ，ATENAに提出した。 

⚫ ATENAは，受領した要件整合報告書（手順書）及びエビデンス（手順及び教育訓練

に係る規定文書）の記載内容について，ATENA 確認チームによる要件整合確認を

行った。 

⚫ ATENA確認チームは，要件整合確認結果をATENA役員に報告し，承認を得た。 
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女川原子力発電所 2号機 要件整合報告書（手順書） 
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